
評価
　

う

位 ％

現状値 32.7

年

福

度 R 2 R 3 R 4

祉

R 5 R 6 R 7 R

の

 8 R 9 R10 R1

ま

1 R12

計画値 33.

ち

5 33.5 35.0 3

づ

5.0 36.5 36.

く

5 38.0 38.0 3

り

9.0 39.0 40.

主

0

実績値 38.7 38

地

管

.7 0.0 0.0 0.

部

0 0.0 0.0 0.0

局

0.0 0.0 0.0

市

福

民意識調査の「困った

祉

ときに相談できる人・

部

機関の充実」に対する

主

満足度で「満足」又は

管

「おおむね満
算定式、

課

足」と答えた市民の割

地

合
データの

最終目標値

域

域

40－現状値33＝7

福

　　7÷6＝1.16

祉

・・・R2～9まで2

課

年毎に1.5％増、R

関

10～は2年毎に1.

係

0％増
出所等

最新の市

課

民意識調査においては

地

、令和２年度まで行っ

域

てきた総合的支援の取

福

組が目標値を達成でき

で

祉

ている
計画値、 要因の

課

一つと思われます。ま

２

た、令和３年４月の組

　

織改正後は、新設した

施

福祉総合相談室におい

策

て、複雑
実績値の 化・

が

複合化した地域課題に

目

ついて横断的な支援を

指

行っています。
推移に

す

関する
分析と評価

支

大府市の姿
市民、団体

え

、事業者、行政など関

合

係機関の効果的な連携

う

による、支え合いや助

福

け合いができるまちに

祉

なっ

内容 ています。

結
のまち

３　令和 3年度　施

づ

策フルコスト（単位：

く

千円）
 歳出（使った

り

お金） R 3決算 R 4予算
 (1)人件費 81,503 0
 (2)事業費 1,089,468 9,071
 フ

果

ルコスト（歳出合計） 1,170,971 9,071
 歳入（お金の出所） R 3決算 R 4予算
 (1)国庫支出金（国から出たお金） 898,844 0
 (2)県支出金（愛知県から出たお金） 12,369 0
 (3)

の

市債（市の借金） 0 0
 (4)その他特定財源（使い途が決まっているお金） 30,610 8,150
 (5)一般財源（市税収入など） 147,645 1

１

,071
 歳入合計 1

　

,089,468 9,

第

221

公

６次大府市

４　「ひ

総

との健康」指標（施策

合

評価指標）
有効性指標

計

１

指標名 「福祉ボラン

画

ティア・ＮＰＯ活動の

に

支援に満足している」

表

お

市民の割合 単位 ％

現状

け

値 30.9

年度 R 2

る

R 3 R 4 R 5 R

位

 6 R 7 R 8 R 

置

9 R10 R11 R12

づ

計画値 32.5 32.

け

5 34.0 34.0 3

、

5.5 35.5 37.

担

0 37.0 38.5 3

当

8.5 40.0

実績値

施

課

34.8 34.8 0.

健

0 0.0 0.0 0.0

康

0.0 0.0 0.0 0

領

.0 0.0

市民意識調

域

査（隔年実施）におけ

ひ

る「福祉ボランティア

と

・ＮＰＯ活動の支援」

の

に対する満足度で「満

健

足」
算定式、

又は「お

康

おむね満足」と答えた

策

政

市民の割合
データの

最

策

終目標値40－現状値

地

31＝9　　9÷6＝

域

1.5・・・2年毎に

で

1.5％の増
出所等

新

助

型コロナウイルス感染

け

症の影響により、活動

合

の機会に制限はありま

え

すが、多くのボランテ

る

ィアや市民団
計画値、

名

ま

体の活動により、地域

ち

における福祉の活性化

施

が図られ、多様化する

策

ニーズに対応できてい

地

ます。
実績値の

推移に

域

関する
分析と評価

有効

で

性指標２

指標名 「困っ

支

たときに相談できる人

え

・機関の充実に満足し

合

ている」市民の割合 単



評価
　

4

度達成率 66.0%
効

R

率性 Ａ最終目標に 50

 

.0%
対する達成率

　

5

事務事業の方向性
Ｂ：

R

現状のまま継続
新型コ

 

ロナウイルス感染症の

6

影響を踏まえた活動の

R

手法を、民生委員・児

 

童委員とともに模索す

7

る必要が
あります。

地

R 8 R 9 R10 R

域

11 R12

計画値 27

で

.0 27.0 28.5

支

28.5 29.0 29

え

.0 29.5 29.5

合

30.0 30.0 30

う

.0

実績値 22.5 2

福

2.5 0.0 0.0 0

祉

.0 0.0 0.0 0.

結
の

0 0.0 0.0 0.0

ま

市民意識調査で「地域

ち

の見守り（メールマガ

づ

ジンの登録、捜索訓練

く

、近所への声掛けなど

り

）を行うこと」
算定式、

に「積極的に」又は「ある程度」取り組んでいると答えた市民の割合
データの

最終目標

果

値30－現状値26.5＝3.5　　3.5÷6≒0.5
出所等

新型コロナウイルス感染症拡大による外出自粛や活動の制限が影響し、目標を達成することができません
計画値、 でした。
実績値の

推移に関する
分析と評価

の

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

地域福祉推進 地域福祉課 41,493 福祉・健康フェア参加団体数
妥当性 Ａ事業 (41,493) 指

公

標名

有効性 Ａ単年度計画値 90.0
単年度実

有

績値 0.0
単年度達成

効

率 -
効率性 Ａ最終目標

性

に -
対する達成率

　事

指

務事業の方向性
Ａ：拡

標

大
ダブルケアやヤング

３

ケアラーなど、地域住

指

民の支援ニーズが複雑

標

化・複合化する中、支

表

名

援の在り方につい
ても

「

画一的なものではなく

地

、重層的な支援体制を

域

構築する必要がありま

の

す。

見守り

事務事業名 課名 フ

を

ルコスト 最重要指標 評

行

価点
（前年度比）

福祉

施

っ

総合相談 福祉総合相談

て

12,369 おくやみ

い

窓口利用件数
妥当性 Ａ

る

事業 室 (12,369

」

) 指標名

有効性 Ａ単年

市

度計画値 160.0
単

民

年度実績値 232.0

の

単年度達成率 145.

割

0%
効率性 Ｂ最終目標

合

に 82.9%
対する達

策

単

成率
　事務事業の方向

位

性
Ｂ：現状のまま継続

％

おくやみ窓口、ひきこ

現

もり支援、断らない相

状

談や必要時の多機関協

値

働事業等を今後も継続

2

して実施してい
きます

6

。

.5

名

年

事務事業名 課名 フル

度

コスト 最重要指標 評価

R

点
（前年度比）

民生委

 

員事業 地域福祉課 20

2

,625 相談及び支援

R

活動数
妥当性 Ａ(20

 

,625) 指標名

有効

3

性 Ａ単年度計画値 2,

R

240.0
単年度実績

 

値 1,479.0
単年



評価
　

ラ

9.0
単年度達成率 4

ン

8.8%
効率性 Ａ最終

テ

目標に -
対する達成率

ィ

　事務事業の方向性
Ｂ

ア

：現状のまま継続
長期

登

化する新型コロナウイ

録

ルス感染症の影響に加

人

え、原油価格・物価高

数

騰等の影響により市民

妥

生活は更な
るダメージ

地

当

を受けています。国の

性

動向に常に注視し、随

Ａ

時更新される事務の取

会

扱いに合わせた柔軟な

事

事業
展開が必要です。

業 (21,

域

131) 指標名

有効性

で

Ａ単年度計画値 1,6

支

70.0
単年度実績値

え

1,502.0
単年度

合

達成率 89.9%
効率

う

性 Ａ最終目標に 85.

福

3%
対する達成率

　事

祉

務事業の方向性
Ａ：拡

結
の

大
地区福祉委員会の活

ま

動や福祉実践教室の取

ち

組を通じて、一人でも

づ

多くの市民に地域の活

く

動に関心をもって
もら

り

い、活動につなげていくことを目指します。

果

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

生活困窮者自 地域福祉課 17,116 自立支援によって困りごとが解決した割合
妥当性 Ｂ立支援事業 (17,116) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 100.0
単年度

の

実績値 96.6
単年度達成率 96.6%

効率性 Ｂ最終目標に 96.6%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
依然として落ち着きを見せない新型コロナウイルス感染症の影響によって、生活に困りごとを抱え

公

た生活
困窮者が増大し、また求職活動が困難になることが予想されます。こうした社会の状況を踏まえて、支援
の質を落とすことなく

事

、事業を継続すること

務

が必要です。

事業

表

名

事務事業

課

名 課名 フルコスト 最重

名

要指標 評価点
（前年度

フ

比）
新型コロナウ 地域

ル

福祉課 5,756 支給

コ

対象世帯数（延べ数）

ス

妥当性 Ａイルス感染症

ト

(5,756) 指標名

最

生活困窮者自
立支援金

重

支給
有効性 Ａ事業 単年

施

要

度計画値 30.0
単年

指

度実績値 10.0
単年

標

度達成率 33.3%
効

評

率性 Ａ最終目標に -
対

価

する達成率
　事務事業

点

の方向性
Ｂ：現状のま

（

ま継続
長期化する新型

前

コロナウイルス感染症

年

の影響に加え、原油価

度

格・物価高騰等の影響

策

比

により市民生活は更な

）

るダメージを受けてい

社

ます。国の動向に常に

会

注視し、随時更新され

福

る制度取扱いに合わせ

祉

た柔軟な事業展
開が必

協

要です。

議 地域

事務事業名 課

名

福

名 フルコスト 最重要指

祉

標 評価点
（前年度比）

課

住民税非課税 地域福祉

2

課 495,020 支給

1

世帯数
妥当性 Ａ世帯等

,

臨時特 (495,02

1

0) 指標名
別給付金給

3

付
事業

有効性 Ａ単年度

1

計画値 9,916.0

ボ

単年度実績値 4,83



評価
　

生活保護世帯訪問回数

地

妥当性 Ｂ(558,0

域

67) 指標名

有効性 Ｂ

で

単年度計画値 1,45

支

4.0
単年度実績値 8

え

19.0
単年度達成率

合

56.3%
効率性 Ａ最

う

終目標に 56.3%
対

福

する達成率
　事務事業

祉

の方向性
Ｂ：現状のま

結
の

ま継続
依然とした新型

ま

コロナウイルス感染症

ち

の影響により、最低限

づ

度の生活が維持できな

く

い生活困窮者が増大し

り

、求職活動が再び困難になることが予想されます。緊急小口資金等の特例貸付が終了した方からの相談も
増大す

果

る中、支援の質を落とすことなく、事業を継続することが必要です。

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

平和事業 地域福祉課 8,46

の

8 平和祈念戦没者追悼式参列者数
妥当性 Ａ(8,468) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 210.0
単年度実績値 130.0
単年度達成率 61.9%

効率性 Ａ最終目標に 43.3%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ａ：拡大
戦

公

後77年が経過し、戦争を体験した世代が高齢化しているため、当時を知る方々の負担をできるだけ減ら
し、多くの世代に効率的に継

事

承できる事業を展開し

務

ていきます。

事

６　

業

施策の事後評価
高齢化

表

名

や核家族化の進展にと

課

もない、地域のつなが

名

りが希薄化し、複数の

フ

課題を抱える世帯や、

ル

生活の悩
現状認識 みを

コ

相談できず地域で孤立

ス

してしまう世帯など、

ト

地域福祉の課題は複雑

最

化、複合化しています

重

。
（施策を 新型コロナ

施

要

ウイルス感染症の影響

指

の長期化により、生活

標

に困窮する世帯が増加

評

しています。
とりまく

価

状況  
の変化や課題

等

点

）

地域住民の一人ひと

（

りが「我が事」意識を

前

持ち、行政に頼るので

年

はなく、地域の中で支

度

え合う取組が構築
され

策

比

るよう、地域活動への

）

参加を促進するととも

生

に、世代を超えた住民

活

同士が、誰でも気軽に

保

参加・交流
施策の推進

護

できる場や機会づくり

事

を推進します。
に向け

業

た 生活に困窮する世帯

地

からの相談等に対し、

域

引き続き、個々のケー

名

福

スに合った適切な支援

祉

を行います。
今後の方

課

針

558,067



評価
　

地

R 9 R10 R11 R

域

12

計画値 44.0 4

参

4.0 46.0 46.

加

0 48.0 48.0 5

の

0.0 50.0 52.

促

0 52.0 55.0

実

進

績値 46.0 46.0

主

0.0 0.0 0.0 0

管

.0 0.0 0.0 0.

部

0 0.0 0.0

市民意

高

局

識調査の「高齢者の施

福

設や福祉サービス」に

祉

対する満足度で「満足

部

」又は「おおむね満足

主

」と答え
算定式、

た市

管

民の割合
データの
出所

課

等

介護施設は、介護保

高

険事業計画に基づいて

齢

計画的に整備するとと

障

もに、福祉サービスに

齢

が

ついては、サービ
計画

い

値、 スの拡充に努めて

支

いきます。
実績値の

推

援

移に関する
分析と評価

課
関係課 高齢

者

障がい支援課

２　施策

の

が目指す大府市の姿
高

社

齢者が自らの経験・知

会

識を生かしながら、自

・

主的に参加できる生き

地

がいの場が地域に存在

域

し、いきいき

内容 と暮

結
参

らせる地域社会が形成

加

されています。

の促

３　

進

令和 3年度　施策フルコスト（単位：千円）
 歳出（使ったお金） R 3決算 R 4予算
 (1)人件費 28,599 0
 (2)事

果

業費 42,537 18,012
 フルコスト（歳出合計） 71,136 18,012
 歳入（お金の出所） R 3決算 R 4予算
 (1)国庫支出金（国から出たお金） 168 0
 (2)県支出金（愛知県から出たお金） 1

の

85 0
 (3)市債（市の借金） 0 0
 (4)その他特定財源（使い途が決まっているお金） 5,820 0
 (5)一般財源（市税収

１

入など） 36,364

　

11,012
 歳入合

第

計 42,537 11,

６

012

公

次大府市総

４　「ひ

合

との健康」指標（施策

計

評価指標）
有効性指標

画

１

指標名 「高齢者の活

に

動の機会・場づくりへ

お

の支援に満足している

表

け

」市民の割合 単位 ％

現

る

状値 45.0

年度 R 

位

2 R 3 R 4 R 5

置

R 6 R 7 R 8 R

づ

 9 R10 R11 R1

け

2

計画値 46.0 46

、

.0 48.0 48.0

担

50.0 50.0 52

当

.0 52.0 54.0

課

54.0 55.0

実績

施

健

値 44.0 44.0 0

康

.0 0.0 0.0 0.

領

0 0.0 0.0 0.0

域

0.0 0.0

市民意識

ひ

調査の「高齢者の活動

と

の機会・場づくりへの

の

支援」に対する満足度

健

で「満足」又は「おお

康

むね満
算定式、

足」と

政

答えた市民の割合
デー

策

策

タの
出所等

新型コロナ

地

ウイルス感染症の影響

域

で高齢者の外出の機会

で

が減少し、計画値より

助

実績値が低くなってい

け

ます
計画値、 。徹底し

合

た感染症対策を行った

え

上で、今後もサロンの

る

開設、運営を支援し、

ま

高齢者の活動機会の提

名

ち

供を支
実績値の 援して

施

いく必要があります。

策

推移に関する
分析と評

高

価

有効性指標２

指標名

齢

「高齢者の施設や福祉

者

サービスに満足してい

の

る」市民の割合 単位 ％

社

現状値 42.5

年度 R

会

 2 R 3 R 4 R 

・

5 R 6 R 7 R 8



評価
　

4

達成率 107.6%
効

R

率性 Ａ最終目標に 78

 

.2%
対する達成率

　

5

事務事業の方向性
Ｃ：

R

縮小
高齢者福祉への理

 

解を広め在宅生活を支

6

える上で重要な事業の

R

ため継続すべきですが

 

、手段や受益者負担
に

7

ついて見直しが必要で

高

R

す。

 8 R 9 R10 R

齢

11 R12

計画値 20

者

,000.0 21,0

の

00.0 22,000

社

.0 23,000.0

会

24,000.0 25

・

,000.0 26,0

地

00.0 27,000

域

.0 28,000.0

結
参

29,000.0 30

加

,000.0

実績値 1

の

6,253.0 19,

促

735.0 0.0 0.

進

0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

基準日（3月31日）時点の認知症サポーター養成者数（累計）
算定式、
データの
出

果

所等

計画値には達していませんが、新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響がある中においても、感染予防
計画値、 に注意を払いながら目標達成に向けて講座を開催しました。
実績値の

推移に関する
分析と評価

の

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

高齢者の生き 高齢障がい支 7,115 プール・温泉等の助成件数
妥当性 Ａがい推進事業 援課 (7,115) 指

公

標名

有効性 Ｂ単年度計

有

画値 41,000.0

効

単年度実績値 19,7

性

21.0
単年度達成率

指

48.1%
効率性 Ａ最

標

終目標に 39.4%
対

３

する達成率
　事務事業

指

の方向性
Ｂ：現状のま

標

ま継続
ふれあいサロン

名

等の高齢者の居場所づ

表

認

くりは、地区福祉委員

知

会等での地域住民によ

症

る働きかけで増やして

サ

いくことを目指します

ポ

。

ーター

事務事業名 課名 フル

養

コスト 最重要指標 評価

成

点
（前年度比）

高齢者

施

者

権利擁 福祉総合相談 2

数

4,147 成年後見制

（

度の市長申立て件数
妥

累

当性 Ａ護事業 室 (24

計

,147) 指標名

有効

）

性 Ａ単年度計画値 5.

単

0
単年度実績値 2.0

位

単年度達成率 40.0

人

%
効率性 Ａ最終目標に

現

40.0%
対する達成

策

状

率
　事務事業の方向性

値

Ａ：拡大
成年後見制度

1

は国の動きに先行する

2

形で運用されています

,

が、市の実情に合わせ

4

て拡大すべき事業です

4

。
 

3.0

事務事業名 課名 フ

名

年

ルコスト 最重要指標 評

度

価点
（前年度比）

高齢

R

者生活支 高齢障がい支

 

29,567 配食サー

2

ビス配食数
妥当性 Ａ援

R

事業 援課 (29,56

 

7) 指標名

有効性 Ａ単

3

年度計画値 21,80

R

0.0
単年度実績値 2

 

3,458.0
単年度



評価
　

参加者数
妥当性 Ａ援課

高

(11,960) 指標

齢

名

有効性 Ａ単年度計画

者

値 7,100.0
単年

の

度実績値 0.0
単年度

社

達成率 -
効率性 Ａ最終

会

目標に -
対する達成率

・

　事務事業の方向性
Ｂ

地

：現状のまま継続
対象

域

者の増加に対応する中

結
参

で実施方法の見直しは

加

必要です。

の

６　施

促

策の事後評価
新型コロ

進

ナウイルス感染症拡大により、在宅生活が長引いている影響がみられます。
現状認識
（施策を

とりまく状況
の変化や課題

等）

新型コロ

果

ナウイルス感染症の感染状況を注視しながら、高齢者の社会・地域参加を図る必要があります。
新たに生まれたニーズに対応し、そのニーズ把握と既存事業への反映を行います。

施策の推進
に向けた
今後の方針

の公

事務事業名

表

課名 フルコスト 最重要

施

指標 評価点
（前年度比

策

）
敬老事業 高齢障がい

名

支 11,960 敬老会



評価
　

ま

0 750.0 800.

ち

0 800.0 800.

施

0 800.0 850.

策

0 850.0 850.

障

0 900.0

実績値 6

が

83.0 963.0 0

い

.0 0.0 0.0 0.

の

0 0.0 0.0 0.0

あ

0.0 0.0

大府市障

る

がい者相談支援センタ

障

人

ーへの年間相談者数（

が

実人数）
算定式、
デー

自

タの
出所等

相談事業所

分

を障がい者相談支援セ

ら

ンターへ集約したこと

し

により、相談者数が増

く

加しています。
計画値

地

、 相談をとおして、本

域

人や家族に合った的確

で

な支援を実施していく

が

暮

とともに、サービス利

ら

用に当たっては、
実績

せ

値の 障がい者相談支援

る

センターによる計画作

ま

成を行い、専門的な支

ち

援を行っていきます。

づ

推移に関する  
分析と

く

評価

り
主

い

管部局 福祉部
主管課 高

の

齢障がい支援課
関係課

あ

高齢障がい支援課

２　

る

施策が目指す大府市の

人

姿
障がい者への理解と

が

支援が進み、地域社会

自

の中で支え合いながら

結
分

、障がい者が自分らし

ら

く生活することが

内容

し

できるまちになってい

く

ます。

地域

３　令和 3

で

年度　施策フルコスト

暮

（単位：千円）
 歳出

ら

（使ったお金） R 3

せ

決算 R 4予算
 (1

果
る

)人件費 71,126

ま

0
 (2)事業費 1,

ち

873,183 9,6

づ

60
 フルコスト（歳

く

出合計） 1,944,

り

309 9,660
 歳入（お金の出所） R 3決算 R 4予算
 (1)国庫支出金（国から出たお金） 899,

の

007 4,166
 (2)県支出金（愛知県から出たお金） 449,818 2,083
 (3)市債（市の借金） 0 0
 (4)その他特定財源（使い途が決まっているお金） 8,413 0
 (5)一般財源（市税収入など）

公

515,945 3,287
 歳入合計 1,873,183 9,536

１　

４　「ひとの

第

健康」指標（施策評価

表

６

指標）
有効性指標１

指

次

標名 「障がい者の施設

大

や福祉サービスに満足

府

している」市民の割合

市

単位 ％

現状値 34.8

総

年度 R 2 R 3 R 

合

4 R 5 R 6 R 7

計

R 8 R 9 R10 R

画

11 R12

計画値 35

に

.0 35.0 37.0

施

お

37.0 39.0 39

け

.0 41.0 41.0

る

43.0 43.0 45

位

.0

実績値 38.0 3

置

8.0 0.0 0.0 0

づ

.0 0.0 0.0 0.

け

0 0.0 0.0 0.0

、

市民意識調査の「障が

担

い者の施設や福祉サー

当

ビス」に対する満足度

策

課

で「満足」又は「おお

健

むね満足」と答
算定式

康

、
えた市民の割合

デー

領

タの
出所等

市内でのグ

域

ループホーム開設を始

ひ

め、障がい者への支援

と

環境が整ってきたこと

の

により、満足している

健

割合
計画値、 が増加し

康

ています。
実績値の

推

名

政

移に関する
分析と評価

策

有効性指標２

指標名 障

地

がい者相談支援センタ

域

ーへの相談者数（実人

で

数） 単位 人

現状値 73

助

3.0

年度 R 2 R 

け

3 R 4 R 5 R 6

合

R 7 R 8 R 9 R

え

10 R11 R12

計画

る

値 733.0 750.



評価
　

6

い支 941,894 相

.

談支援専門員がサービ

5

ス等利用計画を作
妥当

年

性 Ａ援給付事業 援課 (

度

941,894) 指標

R

名 成している割合

有効

 

性 Ａ単年度計画値 90

2

.0
単年度実績値 94

R

.8
単年度達成率 10

 

5.3%
効率性 Ａ最終

障

3

目標に 96.7%
対す

R

る達成率
　事務事業の

 

方向性
Ａ：拡大
より充

4

実したサービス提供体

R

制の確保に努めるとと

 

もに、障害福祉サービ

5

ス事業所の指定監査事

R

務の権限
移譲に合わせ

 

て、事務手続きやサー

6

ビスの提供体制などの

が

R

チェック機能の強化を

 

行う必要があります。

7 R 8 R 9 R

い

10 R11 R12

計画

の

値 56.5 57.0 5

あ

7.0 58.0 58.

る

0 58.0 59.0 5

人

9.0 59.0 59.

が

5 60.0

実績値 52

自

.2 54.1 0.0 0

結
分

.0 0.0 0.0 0.

ら

0 0.0 0.0 0.0

し

0.0

刈谷公共職業安

く

定所算出による障がい

地

者の法定雇用率を達成

域

している市内企業の割

で

合
算定式、
データの
出

暮

所等

引き続き、障がい

ら

者雇用への情報提供を

せ

進め、障がい者雇用事

果
る

業所連絡協議会への加

ま

入促進と、協議会に
計

ち

画値、 おいて障がい者

づ

雇用の現状を始めとし

く

た情報提供、雇用促進

り

策などを検討し、障がい者雇用を進める必要
実績値の があります。

推移に関する
分析と評価

の

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

障がい者等相 高齢障がい支 28,580 相談延べ件数
妥当性 Ａ談支援事業 援課 (28,580) 指標名

有効性 Ａ単年度

公

計画値 8,400.0
単年度実績値 13,721.0
単年度達成率 163.3%

効率性 Ａ最終目標に 145.2%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
障がい児・者の増加だけでなく、高齢化や障がいの重度

表

化・多様化、養育力の弱い家庭の増加などに

有

対応
するために、相談

効

支援専門員の専門性の

性

向上や多機関多職種と

指

の連携、柔軟な相談支

標

援体制の構築などの
必

３

要性があります。

指標

施

名

事務

障

事業名 課名 フルコスト

が

最重要指標 評価点
（前

い

年度比）
障がい地域生

者

高齢障がい支 97,4

の

36 移動支援事業利用

法

者数
妥当性 Ａ活支援事

定

業 援課 (97,436

雇

) 指標名

有効性 Ａ単年

用

度計画値 165.0
単

策

率

年度実績値 136.0

を

単年度達成率 82.4

達

%
効率性 Ａ最終目標に

成

72.3%
対する達成

し

率
　事務事業の方向性

て

Ａ：拡大
障がい者の高

い

齢化、障がいの重度化

る

と多様化等に伴う多様

企

化する障がい者支援の

業

ニーズに対応するため

名

の

に
、制度の新設と見直

割

しなど柔軟に支援体制

合

の整備を行う必要があ

単

ります。

位 ％

現

事務事業名 課

状

名 フルコスト 最重要指

値

標 評価点
（前年度比）

5

障がい自立支 高齢障が



評価
　

障

た
支援体制を充実する

が

必要があります。

い支 17,152

障

福祉タクシー利用件数

が

妥当性 Ａービス事業 援

い

課 (17,152) 指

の

標名

有効性 Ａ単年度計

あ

画値 1,220.0
単

る

年度実績値 919.0

人

単年度達成率 75.3

が

%
効率性 Ａ最終目標に

自

61.3%
対する達成

結
分

率
　事務事業の方向性

ら

Ａ：拡大
障がい者の高

し

齢化、障がいの重度化

く

と多様化等に伴う多様

地

化する障がい者支援の

域

ニーズに対応するため

で

に
、制度の新設と見直

暮

しなど柔軟に支援体制

ら

の整備を行う必要があ

せ

ります。

果
るまち

事務事業名 課

づ

名 フルコスト 最重要指

く

標 評価点
（前年度比）

り

障がい児通所 子ども未来課 341,718 通所給付決定数
妥当性 Ａ支援事業 (341,718) 指標名

有効性 Ａ

の

単年度計画値 335.0
単年度実績値 335.0
単年度達成率 100.0%

効率性 Ｂ最終目標に 66.7%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
障がい児とその家族のニーズを把握しながら、適切なサービス

公

の支給を関係機関と連携して決定していき
ます。

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

発達支援セン 子ども未来課 199,822 児童発

表

達支援事業利用人数（おひさま）
妥当性 Ａター管理事業 (199,822) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 6,300.0
単年度実績値

事

5,681.0
単年度

務

達成率 90.2%
効率

事

性 Ａ最終目標に 90.

業

2%
対する達成率

　事

施

名

務事業の方向性
Ｂ：現

課

状のまま継続
今後も発

名

達が気になる児童とそ

フ

の保護者に寄り添いな

ル

がら、個々の発達の度

コ

合いに合わせた療育を

ス

提供し
ていきます。

ト 最重

事

策

要

務事業名 課名 フルコス

指

ト 最重要指標 評価点
（

標

前年度比）
障がい者就

評

労 高齢障がい支 336

価

,539 障がい者雇用

点

事業所連絡協議会の会

（

員数
妥当性 Ａ支援事業

前

援課 (336,539

年

) 指標名

有効性 Ｂ単年

度

度計画値 45.0
単年

名

比

度実績値 51.0
単年

）

度達成率 113.3%

障

効率性 Ａ最終目標に 1

が

02.0%
対する達成

い

率
　事務事業の方向性

福

Ａ：拡大
企業における

祉

障がい及び障がい者の

サ

理解を進めるとともに

高

、障がい者の確実な就

齢

労及びその定着に向け



評価
　

総合相談 5,724 障

障

がい者虐待防止研修（

が

啓発）の実施回数
妥当

い

性 Ａ防止事業 室 (5,

の

724) 指標名

有効性

あ

Ａ単年度計画値 13.

る

0
単年度実績値 13.

人

0
単年度達成率 100

が

.0%
効率性 Ａ最終目

自

標に 72.2%
対する

結
分

達成率
　事務事業の方

ら

向性
Ｂ：現状のまま継

し

続
今後も引き続き、障

く

がい者虐待の未然防止

地

のための適切な知識の

域

普及啓発を実施します

で

。また、障がい者
虐待

暮

発生時には関係機関と

ら

連携し、虐待を収束さ

せ

せるための対応を実施

果
る

していきます。

ま

６

ち

　施策の事後評価
サー

づ

ビス提供や環境整備な

く

どにより、障がいへの

り

理解が進み、施設やサービスに満足している割合が高い
現状認識 ものの、雇用率の増加にはつながっていません

の

。
（施策を

とりまく状況
の変化や課題

等）

手話言語条例やコミュニケーション促進条例の制定により、障がい者支援への市の姿勢を示すとともに、
条例に基づく支援策を実施していきます。障がいへの理解促進、障がいの特

公

性に合わせた支援を進めてい
施策の推進 きます。
に向けた
今後の方針

表

事務事業

施

名 課名 フルコスト 最重

策

要指標 評価点
（前年度

名

比）
障がい者虐待 福祉


